
様式第5号の3(第9条及び第22条関係) 

令和8年6月1日   

 

 唐津市長 様 

 

(特定非営利活動法人の名称) NPO法人i-style 

代表者氏名 中島泰威斗 

電話番号 0955-64-3188 

 

事業報告書等提出書 

 

 下記に掲げる前事業年度(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)の事業報告書等につ

いて、特定非営利活動促進法第29条(同法第52条第1項(同法第62条において準用する場合を

含む。)の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の規定により、提出します。 

 

記 

 

1 前事業年度の事業報告書 

2 前事業年度の活動計算書 

3 前事業年度の貸借対照表 

4 前事業年度の財産目録 

5 前事業年度の年間役員名簿 

6 前事業年度の末日における社員のうち10人以上の者の氏名(法人にあっては、その名称

及び代表者の氏名)及び住所又は居所を記載した書面 

 

 

備 考 

 1 この提出書には、上記の提出書類各2部(法第52条第1項の規定により非所轄法人が提

出する場合にあっては、1部)を添付すること。 

 2 特定非営利活動に係る事業のほか、その他の事業を行う場合にあっては活動計算書を

1つの書類の中で別欄表示し、その他の事業を実施していない場合にあっては脚注にお

いてその旨を記載すること。 

 3 「前事業年度の年間役員名簿」とは、前事業年度において役員であったことがある者

全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の

有無を記載した名簿をいう。 

 4 2以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人又は特例認定

特定非営利活動法人が、法第52条第1項(法第62条において準用する場合を含む。)の規定

に基づき、所轄庁以外の関係知事に提出する場合には、提出先の都道府県の定めるとこ

ろによること。 



様式例（法第 28 条第 1 項関係「前事業年度の事業報告書」） 
 

令和 7 年度の事業報告書 
 

令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで 
 

 
特定非営利活動法人 i-style 

 
１ 事業の成果 

 児童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業、短期入所事業を運営している。 

 

 

 

 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実

施日時 

(B)当該事業の実

施場所 

(C)従事者の人数 

(D)受益対象者の範囲 

(E)人数 

事業費の 

支出金額 

(単位：千円) 

①児童発達

支援事業 

障害児の療育 

（未就学児） 

(A)4 月～3 月 

(B)唐津市内 

(C)20 人 

(D)唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)7 人 

20,922 

②放課後等

デ イ サ ー

ビス事業 

障害児の療育 

（就学児） 

(A) 4 月～3 月 

(B)唐津市内 

(C)20 人 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)24 人 

 

72,475 

③保育所等

訪問事業 

障害児の集団生活適

応のための支援 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

④障害児相

談 支 援 事

業 

障害児の相談支援 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑤生活介護

事業 
障害者の生活支援 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 



⑥計画相談

支援事業 
障害者の計画相談 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑦就労移行

支援事業 

障害者の就労移行支

援 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑧就労継続

支援A型事

業 

障害者の就労支援 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑨就労継続

支援B型事

業 

障害者の就労支援 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑩就労定着

支援事業 

障害者の就労定着支

援 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑪共同生活

援助事業 

障害者の共同生活援

助 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑫短期入所

事業 

障害者の短期間入所

中の生活支援 

(A) 4 月～3 月 

(B)唐津市内 

(C)20 人 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)17 人 

13,039 

⑬訪問看護

事業 

自宅療養者への医療

的ケア 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑭訪問リハ

ビ リ テ ー

シ ョ ン 事

業 

自宅療養者へのリハ

ビリ 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑮訪問介護

事業 
自宅療養者への介護 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

⑯前各号に

附 帯 ま た

は 関 連 す

る事業 

生活支援事業 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 



⑰診療所の

経営 
診療 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

(D) 唐津市、伊万里市

周辺在住の未就学

児 

(E)0 人 

0 

 

(2) その他の事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施日時 

(B)当該事業の実施場所 

(C)従事者の人数 

事業費の 

支出金額 

(単位：千円) 

①物品の販

売事業 
物品の販売 

(A)該当なし 

(B)該当なし 

(C)該当なし 

 

0 

※定款第５条に「その他の事業」を定めていない場合は、表を削除 
 
（備考） 

１ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにし

て記載する。 

 ２ ２(2)には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその

他の事業を実施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。 

 ３ 「事業費の支出金額」欄は、活動計算書の「管理費」は含まない。 



令和7年度　活動計算書
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

特定非営利活動法人i-style
（単位：円）

特定非営利活動
に係る事業

Ⅰ 経常収益
１．受取会費
２．受取寄附金
３．受取助成金等
４．事業収益

障害者福祉サービス収入 122,329,499 122,329,499
利用者負担収入 1,036,804 1,036,804

５．その他収益
受取利息 9,201 9,201
受取配当金 300 300
雑収入 11,564,145 11,564,145
貸倒引当金戻入額 60,000 60,000

経常収益計 134,999,949 0 134,999,949
Ⅱ 経常費用

１．事業費事業費
人件費
給料手当 59,581,072 59,581,072
賞与 10,670,501 10,670,501
法定福利費 13,246,991 13,246,991
福利厚生費 2,009,200 2,009,200
人件費計 85,507,764 0 85,507,764
その他経費
旅費交通費 1,247,368 1,247,368
研修採用費 536,906 536,906
業務委託費 1,003,438 1,003,438
通信運搬費 425,513 425,513
水道光熱費 1,473,273 1,473,273
修繕費 1,301,800 1,301,800
備品・消耗品費 5,066,743 5,066,743
車両費 3,122,602 3,122,602
地代家賃 4,788,480 4,788,480
保険料 1,215,660 1,215,660
給食費 746,941 746,941
その他経費計 20,928,724 0 20,928,724

事業費計 106,436,488 0 106,436,488
２．管理費管理費

人件費
役員報酬 8,400,000 8,400,000
法定福利費 0
人件費計 8,400,000 0 8,400,000
その他経費
会議費 96,082 96,082
接待交際費 1,027,912 1,027,912
リース料 905,420 905,420
租税公課 273,370 273,370
支払手数料 3,529,352 3,529,352
支払報酬 1,294,500 1,294,500
寄付金 60,000 60,000
印刷製本費 164,924 164,924
貸倒引当金繰入額 60,000 60,000
減価償却費 12,014,971 12,014,971
諸会費 33,000 33,000
広告宣伝費 230,000 230,000
支払利息 278,472 278,472
雑損失 116,727 116,727
法人税等 122,469 122,469
その他経費計 20,207,199 0 20,207,199

管理費計 28,607,199 0 28,607,199
経常費用計 135,043,687 0 135,043,687

当期経常増減額 -43,738 0 -43,738
Ⅲ 経常外収益

１．固定資産売却益
経常外収益計 0 0 0

Ⅳ 経常外費用
１．過年度損益修正損
経常外費用計 0 0 0

経理区分振替額 0 0 0
当期正味財産増減額 -43,738 0 -43,738

前期繰越正味財産額 19,593,681
次期繰越正味財産額 19,549,943

様式例（法第28条第１項「前事業年度の計算書類（定款にその他の事業が掲げられている場合の活動計算書）」）

（１）

（２）

（１）

（２）

科目 その他の事業 合計

1



様式例（法第28条第１項「前事業年度の財産目録」）

令和7年度　財産目録
令和8年3月31日現在

特定非営利活動法人i-style
（単位：円）

科目
Ⅰ 資産の部

１．流動資産
現金預金

手元現金 1,309,924
唐津信用金庫普通預金 5,291,916

未収金
障害者福祉サービス事業 20,788,504
利用者負担金 103,060

貯蔵品
未使用物品 0

前払金
翌期対応分経費 1,390,600

未収入金
控除未済源泉所得税額 607,924

立替金
従業員住民税立替金 32,500

短期貸付金
従業員 1,000,000

貸倒引当金 -60,000

流動資産合計 30,464,428
２．固定資産

有形固定資産
建物

内部造作 8,525,235
建物附属設備

衛生・空調設備工事 392,453
内装工事 296,260
浴室改修工事 189,739
浴室配線工事 815,302
玄関前電動日除け 787,500
電気工事 1,045,572
換気・空調工事 587,036
消防設備工事 617,932
スプリンクラー 814,359
事務所トイレ工事 893,063
事務所内装工事 399,255

構築物
外溝工事 733,445

車両運搬具
キャラバン 1
ノア 1
レジアス 1
ノア 1
エスクワイア 1,324,167
ハイエース 1,729,500
タント 1,699,500

什器備品
ｽﾄﾚｯﾁｬｰ式ｼｬﾜｰ 831,600
ﾊﾞｰﾁｶﾙﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞﾛｰﾙｽｸﾘｰﾝ 1
ﾊﾞﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ 179,962
入浴装置美浴 2,438,334
サーバーラック 403,334
エアコンMr.SLIM 391,817

金額

（１）

1



一括償却資産
令和4年度取得分 2
令和5年度取得分 2
令和6年度取得分 104,500
令和7年度取得分 961,543

建設仮勘定
kimidori開業準備 200,860

有形固定資産計 26,362,277
無形固定資産

HITORERU IDEATECH 1,848,000
無形固定資産計 1,848,000
投資その他の資産
預託金

リサイクル預託金 98,370
長期前払費用

翌々期以降対応分経費 270,600
敷金

吉田事務所 100,000
ダイア不動産 180,000
坂口敦彦事務所 270,000
シゲマツ不動産 246,000

投資その他の資産計 1,164,970
固定資産合計 29,375,247

資産合計 59,839,675
Ⅱ 負債の部

１．流動負債
未払金

給与 6,063,111
社会保険料 4,747,129
その他諸経費 273,992

預り金
源泉所得税 0
住民税 87,000

前受金
個人住民税前受け 40,500

未払法人税等 121,000
流動負債合計 11,332,732

２．固定負債
長期借入金

日本政策金融公庫 3,567,000
唐津信用金庫 19,390,000
中島泰威斗 6,000,000

固定負債合計 28,957,000
負債合計 40,289,732
正味財産 19,549,943

（２）

（３）

2



様式例（法第28条第１項「前事業年度の計算書類（貸借対照表）」）

令和7年度　貸借対照表
令和8年3月31日現在

特定非営利活動法人i-style
（単位：円）

科目
Ⅰ 資産の部

１．流動資産
現金預金 6,601,840
未収金 20,891,564
貯蔵品 0
前払金 1,390,600
未収入金 607,924
立替金 32,500
短期貸付金 1,000,000
貸倒引当金 -60,000
流動資産合計 30,464,428

２．固定資産
有形固定資産
建物 8,525,235
建物附属設備 6,838,471
構築物 733,445
車両運搬具 4,753,171
什器備品 4,245,048
建設仮勘定 200,860
一括償却資産 1,066,047
有形固定資産計 26,362,277
無形固定資産
ソフトウェア 1,848,000
無形固定資産計 1,848,000
投資その他の資産
預託金 98,370
敷金 796,000
長期前払費用 270,600
投資その他の資産計 1,164,970

固定資産合計 29,375,247
資産合計 59,839,675

Ⅱ 負債の部
１．流動負債

未払金 11,084,232
預り金 87,000
前受金 40,500
未払法人税等 121,000
流動負債合計 11,332,732

２．固定負債
長期借入金 28,957,000
固定負債合計 28,957,000

負債合計 40,289,732
Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産 19,593,681
当期正味財産増減額 -43,738

正味財産合計 19,549,943
負債及び正味財産合計 59,839,675

金額

（１）

（２）

（３）

1



様式例（法第28条第１項「前事業年度の計算書類（計算書類の注記）」）

計算書類の注記

１ 重要な会計方針
　　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年７月20日　2011年11月20日一部改正　NPO法人会計基準協議会）によっています。

　 固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定による定率法、ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物及び平成28年4月1日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については定額法

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２ 事業別損益の状況
（単位：円）

放課後等デイ
サービス事業

児童発達支援
事業

短期入所事業 診療所事業 合計

Ⅰ　経常収益
障害者福祉サービス収入 83,501,837 24,091,740 14,735,922 122,329,499
利用者負担収入 501,681 158,386 376,737 1,036,804
受取助成金等 4,269,736 2,580,982 4,713,427 11,564,145
その他収益 47,324 13,662 8,515 69,501

経常収益計 88,320,578 26,844,770 19,834,601 0 134,999,949
Ⅱ　経常費用

人件費
役員報酬 5,719,792 1,651,189 1,029,019 8,400,000
給料手当 40,570,395 11,711,857 7,298,820 59,581,072
賞与 7,265,839 2,097,501 1,307,161 10,670,501
法定福利費 9,020,242 2,603,962 1,622,787 13,246,991
福利厚生費 1,368,119 394,949 246,132 2,009,200
人件費計 63,944,387 18,459,458 11,503,919 0 93,907,764
その他経費
業務委託費 685,260 195,508 122,670 1,003,438
旅費交通費 848,257 246,164 152,947 1,247,368
備品消耗品費 3,458,830 988,341 619,572 5,066,743
車両費 2,117,698 621,285 383,620 3,122,603
支払利息 189,620 54,739 34,113 278,472
その他経費 20,870,880 5,744,840 3,801,579 30,417,299
その他経費計 28,170,545 7,850,877 5,114,501 0 41,135,923

経常費用計 92,114,932 26,310,335 16,618,420 0 135,043,687
当期経常増減額 -3,794,354 534,435 3,216,181 0 -43,738

３ 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

建物 9,192,453 9,192,453 667,218 8,525,235
建物附属設備 6,569,198 1,374,364 7,943,562 1,105,091 6,838,471
構築物 790,846 790,846 57,401 733,445
車両運搬具 7,282,350 6,842,000 14,124,350 9,371,179 4,753,171
什器備品 4,795,622 4,693,000 9,488,622 5,243,574 4,245,048
一括償却資産 1,436,917 1,442,314 2,879,231 1,813,184 1,066,047
建設仮勘定 200,860 200,860 200,860

無形固定資産
ソフトウェア 2,640,000 2,640,000 792,000 1,848,000

投資その他の資産
敷金 280,000 516,000 796,000 796,000
長期前払費用 900,000 270,600 900,000 270,600 270,600
預託金 63,020 35,350 98,370 98,370

合計 33,950,406 15,374,488 900,000 48,424,894 19,049,647 29,375,247

４ 借入金の増減内訳
（単位：円）

科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
長期借入金 20,499,000 3,850,000 1,392,000 22,957,000
役員借入金 7,000,000 500,000 1,500,000 6,000,000

合計 27,499,000 4,350,000 2,892,000 28,957,000

５ 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）
計算書類に計 内役員及び近
上された金額 親者との取引

（活動計算書）
活動計算書計 0 0

（貸借対照表）
役員借入金 6,000,000 6,000,000

貸借対照表計 6,000,000 6,000,000

　・　事業費と管理費の按分方法

科目

（1）

 １．

 ２．

（１）

（2）

 ３．

 ４．

科目

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費については、直接事業と結びつく経費は当該事業に計上し、それ以外は売上割合に基づき按
分しています。

科目

６その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

（２）

1



様式例（法第 28 条第 1 項関係） 
 
 

前事業年度の年間役員名簿 
 

令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 
 
 
 

特定非営利活動法人 i-style 

役職名 氏 名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた期間 

代表理事 
 
 
副代表理

事 
 
 
副代表理

事 
 
 
監事 
 
 
 
 

中島泰威斗 
 
 
中村剣士朗 
 
 
吉冨大輔 
 
 
上濱貴行 
 
 
 
 

佐賀県伊万里市立花町大字大堤 2395
番地 5 
 
佐賀県伊万里市木須町 7 番地 7 
 
 
佐賀県伊万里市伊万里町甲 576 番地 
 
 
佐賀県伊万里市ニ里町中里甲 94 番地

エクセルハイツ K205 
 
 
 

令和 6 年 4 月 1
日から令和7年3
月 31 日まで 
令和 6 年 4 月 1
日から令和7年3
月 31 日まで 
令和 6 年 4 月 1
日から令和7年3
月 31 日まで 
令和 6 年 4 月 1
日から令和7年3
月 31 日まで 
 
 

令和 6 年 4 月 1 日

から令和 7 年 3 月

31 日まで 
報酬なし 
 
 
報酬なし 
 
 
報酬なし 
 
 
 
 

 
 
（備考） 

１ 「氏名」、「住所又は居所」、「就任期間」及び「報酬を受けた期間」は、全ての役員につ

いて記載する。 
２ 「氏名」、「住所又は居所」の欄には、特定非営利活動促進法施行条例第２条第２項に掲げ

る書面（住民票等）によって証された氏名、住所又は居所を記載する。 
３ 「報酬を受けた期間」の欄には、報酬を受けたことがある役員はその期間を、報酬を受けな

かった役員については「報酬無し」と、それぞれ記載する。 
 



様式例（法第 28 条第 1 項関係） 
 
 
 
 
 
 

前事業年度の社員のうち１０人以上の者の名簿 
 
 

令和 8 年 3 月 31 日現在 
 

特定非営利活動法人 i-style 
氏 名 住 所 又 は 居 所  

中島泰威斗 
中村剣士朗 
吉冨大輔 
上濱貴行 
朝重翔太 
青木弘太郎 
星野豊 
堤健作 
福田大輔 
黒川裕一郎 

佐賀県伊万里市立花町大字大堤 2395 番地 5 
佐賀県伊万里市木須町 7 番地 7 
佐賀県伊万里市伊万里町甲 576 番地 
佐賀県伊万里市ニ里町中里甲 94 番地エクセルハイツ K205 
佐賀県杵島郡大町町 5784 番地 1 ラ・ヴィータ壱番館 104 
佐賀県武雄市大字大日 2121 番地 2 
佐賀県伊万里市脇田町 3322 番地 33 
佐賀県伊万里市脇田町 1312 番地 6 
長崎県佐世保市早苗町 444 番地 2 
佐賀県伊万里市木須町 3927 番地 

 

 
 
（備考） 

１ 前事業年度の末日現在における社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所又は居所を記載す

る。 
２ 10 人以上であれば社員全員を記載する必要はない。 

 


